
麻績村空き家改修及び片づけ等事業補助金交付要綱 

 

令和４年６月１０日 

告示 第 ２６ 号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、村内にある空き家を有効に活用することにより、麻績村への移住定

住を促進し、人口増加による地域の活性化に資することを目的に、空き家の再利用に必

要な改修工事、不要な家財道具の処分に対し、予算の範囲内で補助金を交付することに

ついて、麻績村補助金等交付規則（昭和 48年麻績村規則第 43号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 空き家 村内に建築された住宅で、現在だれも居住その他の使用をしていない建物

（建築時から専ら賃貸の用に供する建物を除く。）で、麻績村空き家等情報に登録した

もの。ただし、店舗、事務所その他の事業所を併用する住宅の場合は、居住の用に供

する部分のみをいう。 

⑵ 所有者等 所有権その他の権利により、空き家を売却又は賃貸することができる者

をいう。 

⑶ 改修工事 空き家に居住するために施工する建築工事、内外装工事、屋根工事、  

給排水設備工事その他必要と認められるもの（備品及び家具の購入に係る費用は除

く。）で、交付申請をした年度内に完了するものをいう。 

⑷ 家財道具等 使用されずに放置された状態の電化製品、家具、食器、寝具、生活雑

貨その他の収容物をいう。 

⑸ 片づけ等 空き家に居住するために行う、空き家の清掃及び空き家の不要な家財道

具等の処分で、交付申請した年度内に完了するものをいう。 

⑹ 子育て世帯 申請日において中学生以下（学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）

第 16 条に規定する９年の普通教育を修了するまでをいう。）の子を養育している世帯

をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、所有者等又は当該空き家を取得し、若しくは借用

して当該空き家に居住しようとする者で、いずれも次の各号に掲げる要件を全て満たす

ものとする。 

⑴ 麻績村空き家等情報に登録している者 

⑵ 当該空き家に５年以上継続して居住、かつ住民基本台帳へ登録する者（所有者等は

除く。） 

⑶ 空き家所有者の三親等以内の親族でない者 

⑷ 村税等（村税、国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料、利用者負担

額（保育料）、下水道受益者分担金、下水道使用料、水道料金）の滞納がない者 

⑸ 過去にこの補助金を受けていない者 

⑹ 改修工事を行う場合は、麻績村商工会に加入している法人又は個人事業者に発注す

る者 

⑺ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員でない者又は当該暴力団員と密接な関係を有しない者 

（補助対象経費及び補助金額等） 

第４条 補助金の交付対象となる経費及び補助金額は、別表１のとおりとし、補助金額に

１，０００円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 



２ 補助金の交付は、同一の空き家に対し、前項に規定する事業区分に応じそれぞれ１回

限りとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、麻績村空き家改

修及び片づけ等事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添え

て、村長に提出しなければならない。 

⑴ 誓約書兼同意書（様式第２号） 

⑵ 空き家の売買契約書又は賃貸借契約書の写し（所有者等を除く。） 

⑶ 改修工事の場合はその見積書の写し、片づけ等の場合はその費用の見積書の写し又

はその両方 

⑷ 位置図及び平面図（施工箇所を明示したもの） 

⑸ 改修工事の場合は着手前の施工箇所の状況が分かる写真、片づけ等の場合は着手前

の写真（処分する物が分かるもの）又はその両方 

⑹ その他必要と認められるもの 

（交付決定） 

第６条 村長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、これを審査し、交付を決

定した場合は、麻績村空き家改修及び片づけ等事業補助金交付決定通知書（様式第３号）

により申請者に通知する。 

（変更申請等） 

第７条 申請者が、補助金の交付決定を受けた後に事業の内容を変更し、又は事業を中止

しようとするときは、麻績村空き家改修及び片づけ等事業変更・中止承認申請書（様式

第４号）を村長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更の場

合は当該申請書の提出を省略できるものとする。 

２ 村長は前項に規定する申請書の提出があったときは、速やかにこれを審査し、既に交

付決定した補助金の額を変更等した場合は、麻績村空き家改修及び片づけ等事業変更交

付・中止決定通知書（様式第５号）により、申請者にその旨通知する。 

（実績報告書） 

第８条 申請者は、改修工事及び片づけ等を完了したときは、完了後３０日を経過する日

又は当該年度の末日のいずれか早い日までに、麻績村空き家改修及び片づけ等事業実績

報告書（様式第６号）に次の各号に掲げる書類を添付して、村長に提出しなければなら

ない。 

⑴ 領収書の写し 

⑵ 改修工事の場合は完了後の施工箇所の状況が分かる写真、片づけ等の場合は片づけ

が完了したことが分かる写真又はその両方 

⑶ 改修及び片づけ等後の住宅に転入又は転居した記載のある住民票（所有者等を除

く。） 

⑷ その他必要と認められるもの 

（補助金の確定） 

第９条 村長は、前条に規定する実績報告書の提出があったときは、これを審査し、適正

と認めた場合は、補助金の額を確定し、麻績村空き家改修及び片づけ等事業補助金確定

通知書（様式第７号）により申請者に通知する。 

（補助金の請求） 

第 10条 申請者は、補助金の確定通知を受けたときは、麻績村空き家改修及び片づけ等事

業補助金交付請求書（様式第８号）により、村長に補助金の交付請求をするものとする。 

（補助金の返還等） 

第 11条 村長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、交付決定の全

部若しくは一部を取り消し、又は既に交付された補助金の全部若しくは一部の返還を命

ずることができる。ただし、やむを得ない理由があると認めた場合は、この限りでない。 



⑴ 虚偽その他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

⑵ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑶ 補助金の交付対象となった住宅を、補助金の交付を受けた日から 5年以内に譲渡し、

交換し、又は貸付けしたとき。 

⑷ 補助金の交付対象となった住宅から、補助金の交付を受けた日から 5 年以内に転出

又は転居したとき。（所有者等を除く。） 

⑸ その他村長が補助金の返還を相当と認めたとき。 

２ 補助金の返還を求める金額は、次のとおりとする。ただし、村長が止むを得ない事由

と認める場合は除く。 

受給後の年数 返還を求める金額 

２年未満 支給額の１００％ 

２年以上５年未満 支給額の５０％ 

（補則） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、村長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 


